






⑥自然体験を通じて子どもの生き抜く力を育むことに主眼を置いた親子向けのキャンプの取組や、自

然体験学習の実践を通した子育て家庭向けのセミナーの開催を市町や関係機関と連携して進める

ほか、野外体験保育の必要性を検討します。 

⑦「みえの育児男子プロジェクト」の取組として、子育て中の男性同士のネットワークの活動を推進

します。また、子育て中の男性従業員やその上司等と知事との意見交換を行うミーティングを開催

し、企業等における男性の育児参画に関する機運の醸成を図ります。 

⑧「三重県家庭的養護推進計画」に基づき、児童養護施設の小規模グループケア化、地域小規模児童

養護施設及び児童家庭支援センターの整備を支援します。 

⑨県内３か所（南勢志摩、北勢、伊賀）の児童家庭支援センターの事業運営を支援し、地域に密着し

た子育て相談の充実等を促進します。 

⑩「三重県家庭的養護推進計画」に基づき、里親委託を推進するため、里親会やＮＰＯ等と連携して

里親制度説明会を開催するなど制度の周知を図りつつ、里親の新規開拓に取り組みます。また、里

親支援専門相談員との連携を密にし、家庭訪問を中心とする相談支援を行うとともに、里親サロン

や里親研修の開催により、里親支援の充実を図ります。 

⑪引き続き、児童養護施設に入所する小学生に対する学習支援に取り組みます。 

⑫大学生による思春期ピアサポーターを引き続き養成し、ピアサポーターによるピア活動を展開し、

中高生が抱える思春期の性をめぐる課題解決や自己肯定感の醸成に取り組みます。また、ピア活動

が継続的なものとなるよう、学生の自主的な活動となるような取組を進めていきます。 

⑬「予期せぬ妊娠『妊娠レスキューダイヤル』」については、相談窓口の周知に努めます。また、福

祉、教育、医療等の関係者による会議等を開催し、望まない妊娠の予防・支援についての情報共

有と検討を行い、事業の効果的な推進を図ります。 

⑭県内統一した妊娠届出時アンケートを各市町で実施し、特定妊婦の把握と出産前からの早期支援に

繋げます。また、医師、助産師、市町保健師等の支援者や支援機関との連携体制の推進に取り組み

ます。 

⑮県子ども・子育て会議を開催し、「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」の達成状況の点検や

評価を行います。 

⑯小規模な放課後児童クラブでも必要な地域で運営できるよう、県単補助の補助期間を見直すととも

に、ひとり親家庭の負担軽減を図ることによって、放課後児童の居場所の確保に努めます。 

⑰子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、引き続き市町が実施する子ども医療費助成事

業を支援します。また、制度内容について、制度の持続性を考慮しながら市町と検討していきます。 

⑱特定不妊治療費助成、同上乗せ助成、男性不妊治療及び第２子以降の不妊治療、不育症治療など

に対する助成事業に加え、不妊や不育症に悩む夫婦を支援するため、一般不妊治療（人工授精）

への助成を行います。また、不妊症看護認定看護師の資格取得にかかる費用の助成をすることで、

不妊症看護の質の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 





⑦（一部新）放課後児童対策事業費補助金 

予算額：（26） ８７４，４３７千円 → （27） １，０１８，４０１千円 

事業概要：放課後児童クラブの整備・運営費等補助については、改築の追加、小規模クラブの運

営費補助期間の拡充、ひとり親家庭の利用料補助の創設により補助対象を拡大すると

ともに、放課後児童クラブ支援員の認定研修を実施し、放課後児童の健全育成を図り

ます。 

 

⑧子ども医療費補助金 

予算額：（26） ２，２８４，２１６千円 → （27） ２，３０１，１９３千円 

事業概要：子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、市町が実施する小学校６年生ま

での医療費を助成する事業に要する経費について補助を行います。 

 

⑨若年層における児童虐待予防事業 

予算額：（26） ４，３３２千円 → （27） ４，７７１千円 

事業概要：大学生を対象に思春期ピアサポーターを養成し、サポーターが中高生を対象に相談や

講義等のピア活動(仲間教育)を実践することにより、思春期の性をめぐる課題解決や

自己肯定感の醸成に取り組みます。 

望まない妊娠や予期せぬ妊娠をした場合の相談窓口「予期せぬ妊娠『妊娠レスキュー

ダイヤル』」により、助産師等専門職が相談支援を行います。 

県内で統一した妊娠届出時アンケートを導入し、医療機関・市町で特定妊婦を早期に

把握し、出産前からの支援につなげます。 

 

⑩(一部新)不妊相談・治療支援事業 

予算額：（26） ４３３，５１３千円 → （27） ４４０，４０４千円 

事業概要：特定不妊治療費助成、同上乗せ助成、男性不妊治療及び第２子以降の不妊治療、不育

症治療などに対する助成事業に加え、一般不妊治療（人工授精）への助成を行います。

また、不妊症看護認定看護師資格取得にかかる費用の助成をすることで、不妊症看護

の質の向上を図ります。 

 


